





































































































































































































































































































中であった Y1らに対し、Cは Bの代理人として右賃借権を Y1に譲渡し、











































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































れば、侵害状態作出者 Y、登記名義人 Z、実質的所有者 Aすべての者を物
権的請求権の相手方とすることが可能である。
３　残される問題
侵害状態作出者については収去しうる権能なしに収去しうるとしたこと
に問題がないのか。本稿では、侵害状態作出者は他人の土地を不法占拠し
たという責任が、登記名義人が移転登記をしなかったという責任に比べて
重いということを指摘するにとどめる。また、この事例は、産業廃棄物で
あったため、これを土地と附合した不動産と捉えているのか、単なる動産
と捉えているのかと不明である。この点はなお検討の余地がある。
侵害状態作出者が建物の所有権を譲渡し登記も移転している場合、この
者を物権的請求権の相手方として認めると、全くの無権限者に建物を取り
壊させることは不法行為を助長することになりはしないかという批判もあ
りうる。しかし、侵害状態作出者が物権的請求の相手方として敗訴した場
合には取り壊しは正当行為として違法性が阻却されると考えてよいのでは
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なかろうか。
注
（86）東京高裁平成８年３月18日第15民事部判決　判例タイムズ928号154頁。
（87）この事実の概要は、堀田親臣「判例研究［物権的妨害排除および妨害予防
請求権の相手方とその判断基準］」広島法学第21巻第３号255頁（1998）～を
参考。
（88）我妻＝有泉『前掲書（脚注61）』23頁。
（89）山垣清正「民法11［物権②］」判例タイムズ978号　平成９年度主要民事判
例解説39頁（1998）。
（90）我妻＝有泉『前掲書（脚注61）』248頁
（91）侵害状態作出者についてではないが、本論文問題の登記のある事案で、こ
のように結局、「費用負担」の問題として考えるものとして、幾代「前掲論文
（脚注３）」1758頁等。
結び
本稿では、物権的請求権の相手方如何について考察してきたが、所有者
が物権的請求権の相手方であることは物権的請求権の一般原則であるか
ら、登記名義人が所有者であるとする理論構成は、物権的請求権の制度を
重視した考えといえる。しかし、「登記名義人は所有者である」とすれば
「登記のない実質的所有者の所有権を否定することになりはしないか」、
というような意思主義や一物一権主義に反することになるという批判があ
りうる。このような批判を回避すべく可能な限り登記名義人説という文字
通りの一義的な解決を図ってきた。
移転登記未了型においては、登記名義人は二重譲渡をなすことが可能で
あり、結果的に第二譲受人に所有権を帰属させることが可能であるから
「なんらかの資格」を有しており、この「なんらかの資格」には建物収去
を含ましめて、建物を収去しうるにもかかわらず建物を存置していること
により登記名義人を不法占拠者と捉えるのである。仮装名義型事例の場合
は、仮装登記名義人は善意の第三者に建物を譲渡すれば所有権を帰属させ
ることが可能である。このように善意の第三者に所有権を帰属させるとい
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う結果を捉え、ここにも「なんらかの資格」があると考える。この２類型
は、起こる結果を捉えて「なんらかの資格」を有しているとする考えとい
える。しかし、意思主義や一物一権主義に反するという批判を避けるため
にこのような理論構成をしたとしても、登記を基準として相手方を確定す
るという点では対抗要件としての登記の本来の機能からは逸脱する。未登
記建物移転型事例はそもそも実質的所有者と嘱託登記の名義人の異なる事
例ではないと考える。こう考えると、未登記建物移転型はあまり実益のな
い分類とも考えられよう。ただ、未登記建物が譲渡後も全く登記されない
場合も理論上はありうるから、全く意義がないわけではない。
侵害状態作出者については、多くの場合不法占拠していることを侵害状
態作出者が認識しているので、そのような者が所有権を譲渡することに
よって建物収去の責任を免れることができるとするのは不合理ではないか
というところからきたものであり、なお検討すべき課題は残されていよ
う。また今後、所有権の帰属に関係なく侵害状態作出者を物権的請求権の
相手方とする判例が集積していくのか見守らなければならない。
本稿は物権的請求権の相手方をできるだけ一義的に把握できるよう試み
てきたが、侵害状態作出者をこれに含ましめる場合には一義的な理解が不
可能となることを覚悟しなければならない。統一的な理論の構成は極めて
重要ではあるが対象が異なる性質を有する場合には、それに沿った理論構
築をなすべきであろう。
（後記）本稿は古座昭宏の修士論文に西村峯裕が修正を加えたものである。
（196）
